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目

電子市役所の構築

区分

会計

項

名               称

76-1

52

事業名

基　本
施　策

数量 金  額 金  額単位単位 数量数量 金  額単位 事 業 内 容事 業 内 容 数量 金  額 事 業 内 容単位事 業 内 容単位 数量 金  額単位
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1,80012 月
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改善についての取り組み

　

評価項目についてのコメント

効率性

4

4

必要性

有効性

4

4

達成度

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ）

Ａ
の
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源
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19,010
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その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

20,360 10,600

人0.1

9,316
　 　
　 Σ

　
事業費計(A)

人件費（Ｂ）

市民サービスを向上させるため、庶務事務システム運用による庶務管理業務の省力化・迅速化を図る必要がある。

本庁、支所において決裁の時間が短縮でき、併せて省資源化が図られる
庶務業務の迅速化が図られる

庶務事務システム導入により、庶務業務の迅速化、省力化が図られた
グループウェア使用職員に対し、システム導入により庶務業務が理解された

庶務事務システム導入より１年が経過したが、現行機能で運用できており、機能拡張によるシステム改修費は発生して
いない

(千円)

平成２４年度 計画内容
事 業 内 容

20,360

服務管理システム機器保守

服務管理システム保守

服務管理サーバ借上料
(延長含む）

総合評価 事業の方向性

9

9625

2140

事業の成果を測る指標

庶務事務システムの安定稼動

評価項目 ポイント

情報化推進費

情報システム管理経費

総合文書管理システム管理経費
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1,800月

月

月
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服務管理システム導入 12

服務管理システム保守 12
服務管理サーバ借上料 12
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0.1

Σ 10,600

10,600
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3,898
4,902
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服務管理サーバ借上料

月
　 (千円)

服務管理システム機器保守 12
月 3,898 12 月

12 月
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服務管理サーバ借上料

人件費（Ｂ）
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事業費計(A)
　
事業費計(A)

人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440

2,666

1,226事業費計(A) 　 Σ

12 月

平成２３年度 計画内容平成２２年度 計画内容

3 月 450
12

4,902

平成１９年度 決算内容

決裁の迅速化、紙の省資源化が図れる

(千円)
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工事

服務管理システム保守

服務管理サーバ借上料

12
服務管理システム機器保
守

12 月 3,898月12

(千円)
服務管理システム機器保守

服務管理システム保守

月
12 月 1,800

　

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

365

平成20年4月より庶務システムが導入され、それまでは紙ベー
スで行っていた職員の出勤管理や各申請をデータ管理できる
ようになったため、各課庶務担当者の事務軽減、職員課での
とりまとめ業務が軽減された。

庶務事務システム導入により、今後、電子決裁システム
構築に向けた研究を行う。

4
年間運営費

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

情報端末（グループウェア)を使用する職員

（※対象件数

根拠法令・要綱等

千円
市内の類似施設

2

総事業費 千円

配置（予定）人員 人
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庶務事務システムの安定稼動 日
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目標
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